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科学技術振興機構報 第１６６３号 

令 和 ６ 年 １ 月 １ ２ 日 
 

東京都千代田区四番町５番地３ 
科学技術振興機構（ＪＳＴ） 
Tel：03-5214-8404（広報課） 
URL https://www.jst.go.jp 

 

大学発新産業創出基金事業 

スタートアップ・エコシステム共創プログラム 

２０２３年度新規採択プラットフォームの決定について 
 

ＪＳＴ（理事長 橋本 和仁）は、大学発新産業創出基金事業 スタートアップ・エコ

システム共創プログラムにおける２０２３年度の採択プラットフォーム９件を決定しま

した（別紙）。 

本プログラムは、大学等発スタートアップの創出にポテンシャルのあるシーズを全国

から引き出し、国際市場への展開を含め、大学等発スタートアップの創出に向けた取り

組みについて質・量共に充実させ、大学等発スタートアップの継続的な創出を支える、

人材・知・資金が循環するエコシステムの形成を目指します。 

本年度は２０２３年８月２９日（火）から１０月２６日（木）まで提案を募集し、拠点

都市プラットフォーム共創支援７件、地域プラットフォーム共創支援２件の計９件の応

募がありました。それらに対し、外部専門家で構成された委員会による審査を実施し、

その結果をもとに拠点都市プラットフォーム共創支援７件、地域プラットフォーム共創

支援２件の計９件の採択プラットフォームを決定しました。 

今後、契約などの条件が整い次第、プログラムを開始する予定です。 

なお、事業の詳細については下記ホームページをご覧下さい。 

ＵＲＬ：https://www.jst.go.jp/program/startupkikin/su-ecosys/koubo2023.html 

 

＜添付資料＞ 

別紙：大学発新産業創出基金事業 スタートアップ・エコシステム共創プログラム 採択プ

ラットフォーム一覧 

参考：大学発新産業創出基金事業 スタートアップ・エコシステム共創プログラム 概要 

 

＜お問い合わせ先＞ 

科学技術振興機構 スタートアップ・技術移転推進部 

〒102-0076 東京都千代田区五番町７ Ｋ’ｓ五番町 

金山 晋司（カナヤマ シンジ） 

E-mail：su-ecosys[at]jst.go.jp   

※お問い合わせは電子メールでお願いします。 
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＜科学を支え、未来へつなぐ＞ 

例えば、世界的な気候変動、エネルギーや資源、感染症や食料の問題。私たちの行く手

にはあまたの困難が立ちはだかり、乗り越えるための解が求められています。ＪＳＴは、

これらの困難に「科学技術」で挑みます。新たな価値を生み出すための基礎研究やスター

トアップの支援、研究戦略の立案、研究の基盤となる人材の育成や情報の発信、国際卓越

研究大学を支援する大学ファンドの運用など。ＪＳＴは荒波を渡る船の羅針盤となって進

むべき道を示し、多角的に科学技術を支えながら、安全で豊かな暮らしを未来へとつなぎ

ます。 

ＪＳＴは、科学技術・イノベーション政策推進の中核的な役割を担う国立研究開発法人

です。 
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大学発新産業創出基金 

スタートアップ・エコシステム共創プログラム 

採択プラットフォーム一覧 

 

 

  

プラットフォーム名 

北海道未来創造スタートアップ育成相互支援ネットワーク（ＨＳＦＣ） 

主幹機関  

北海道大学 

【総括責任者】 

総長 寳金 清博 

【プログラム代表者】 

理事・副学長 増田 隆夫 

ＳＵ創出共同機関 

小樽商科大学、室蘭工業大学、北見工業大学、公立はこだて未来大学、札幌医科大学、北

海道情報大学、北海道科学大学、苫小牧工業高等専門学校、函館工業高等専門学校、旭川

工業高等専門学校、北海道科学技術総合振興センター 

全体概要 

ＨＳＦＣは、北海道を「課題先進地域」から「世界的課題解決先進地域」へと変革すべ

く、その地域特性に即した「アグリ・フード」「環境・エネルギー」「創薬・ヘルスケア」

の３つの領域に焦点を当て、札幌市・北海道のスタートアップ創出の活性化に注力する。

大学等発スタートアップの創出について、質・量の向上を目指すと同時に、国際展開と事

業成長を促進する「ユニコーン志向スタートアップ」と「地域定着型スタートアップ」の

２つのスタートアップ像を設定し、社会・経済・地域にインパクトをもたらすプラット

フォームを構築し、「北海道発のスタートアップ創出モデル」の確立を目指す。 

別紙 
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プラットフォーム名 

みちのくアカデミア発スタートアップ共創プラットフォーム（ＭＡＳＰ） 

主幹機関  

東北大学 

【総括責任者】 

理事 植田 拓郎 

【プログラム代表者】 

副学長 長坂 徹也 

ＳＵ創出共同機関 

弘前大学、岩手大学、秋田大学、山形大学、福島大学、新潟大学、長岡技術科学大学、宮

城大学、会津大学、東北芸術工科大学、秋田県立大学、岩手県立大学、東北学院大学、福

島県立医科大学、八戸工業高等専門学校、秋田工業高等専門学校、一関工業高等専門学

校、鶴岡工業高等専門学校、仙台高等専門学校、長岡工業高等専門学校、福島工業高等専

門学校、東北大学ナレッジキャスト株式会社 

全体概要 

東北・新潟は、人口問題・産業構造・災害対策などを抱える「課題先進地域」であり、み

ちのくアカデミアの研究成果と技術シーズから生まれる大学等発スタートアップによっ

て課題解決する。そして、東北・新潟を「課題解決先進地域に変革」し、国際展開を通じ

て「世界を変革」していく。 

プログラムの実施に当たっては、以下に掲げる２点の方針に基づいて行う。 

①Ｄｅｅｐ ＆ Ｄｉｖｅｒｓｅ：Ｄｅｅｐ ｔｅｃｈの分野における研究成果や技術シー

ズの事業化と大学等発スタートアップ創出に取り組む。Ｄｉｖｅｒｓｅとして人文・社

会科学系や学際領域等との連携、参加校の拡大による領域の多様化等に取り組む。 

②Ｄｙｎａｍｉｃ Ｅｃｏｓｙｓｔｅｍ：東北・新潟のスタートアップ・エコシステムの

中核として活動する。 
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プラットフォーム名 

Ｇｒｅａｔｅｒ Ｔｏｋｙｏ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｅｃｏｓｙｓｔｅｍ（ＧＴＩＥ） 

主幹機関 

東京大学  

【総括責任者】 

執行役・副学長 染谷 隆夫 

【プログラム代表者】 

産学協創推進本部 副本部長 各務 茂夫 

 

早稲田大学  

【総括責任者】 

理事（研究推進担当） 若尾 真治 

【プログラム代表者】 

リサーチイノベーションセンター 統括所長 柴山 知也 

 

東京工業大学  

【総括責任者】 

理事・副学長 渡辺 治 

【プログラム代表者】 

研究・産学連携本部 イノベーションデザイン機構 機構長 辻本 将晴 

ＳＵ創出共同機関 

筑波大学、千葉大学、東京農工大学、神奈川県立保健福祉大学、横浜市立大学、東京医科

歯科大学、慶應義塾大学、東京都立大学、芝浦工業大学、東京理科大学、茨城大学、電気

通信大学、東海大学 

全体概要 

首都圏エリアにおけるスタートアップ創出により多くの大学が貢献できるよう、ＳＴＥ

Ｐ１「エントリー」からＳＴＥＰ２「エクスプロール（２年コース・３年コース）」「海外

市場開拓実践」まで幅広いスタートアップ創出プログラムを提供し、スタートアップ創

出の裾野形成から、よりスケーラブルなスタートアップの創出まで、体系的な支援を行

う。併せて、大学の体制・マネジメントの強化によるシーズ・チーム数の拡充と、多様な

ビジネスのプロが早期からスタートアップ創出に関われるような客員起業家制度の利

用、人材プールの可視化などを進める。さらに、学内外の支援人材育成を通じ、起業をめ

ぐるプレイヤー／ステークホルダーが全方位的にレベルアップできるエコシステムの構

築を目指す。 
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プラットフォーム名 

Ｔｏｋａｉ Ｎｅｔｗｏｒｋ ｆｏｒ Ｇｌｏｂａｌ Ｌｅａｄｉｎｇ Ｉｎｎｏｖａｔｉ

ｏｎ（Ｔｏｎｇａｌｉ） 

主幹機関  

名古屋大学 

【総括責任者】 

東海国立大学機構 機構長 松尾 清一 

【プログラム代表者】 

名古屋大学 副総長／学術研究・産学官連携推進本部長／教授 佐宗 章弘 

 

ＳＵ創出共同機関 

豊橋技術科学大学、岐阜大学、三重大学、名城大学、藤田医科大学、名古屋市立大学、静

岡大学、浜松医科大学、豊田工業大学、岐阜薬科大学、名古屋工業大学、静岡県立大学、

静岡理工科大学、自然科学研究機構、ＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉ株式会社 

全体概要 

東海地域の１６の大学・研究機関等が一体となり、Ｔｅｃｈ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｓ

ｍａｒｔ Ｓｏｃｉｅｔｙを実現していくため、“グローバル展開を志向するディープ

テック・スタートアップを創出し、質・量ともに格段に充実させること”、“大学等発ス

タートアップの継続的な創出を支える、人材・知・資金が循環するエコシステムの仕組み

を形成すること”を達成するために、本プログラムを推進していく。具体的には、ステッ

プ１として、まず、シーズの発掘から、顧客開発、チーム形成に向けた取り組みを行い、

同時に事業化推進機関とマッチングを進める。ステップ２ではグローバル展開に向けた

事業化のためのＰＭＦ（Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｍａｒｋｅｔ Ｆｉｔ）を固めていくという２

段階のＧａｐファンドプログラムを実施していく。 
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プラットフォーム名 

関西スタートアップアカデミア・コアリション（ＫＳＡＣ）  
主幹機関  

京都大学 

【総括責任者】 

理事（産官学連携担当） 澤田 拓子 

【プログラム代表者】 

産官学連携本部 本部長 室田 浩司 

 

ＳＵ創出共同機関 

大阪大学、神戸大学、大阪公立大学、大阪工業大学、関西大学、近畿大学、京都工芸繊維

大学、京都府立大学、京都府立医科大学、立命館大学、同志社大学、龍谷大学、京都先端

科学大学、奈良先端科学技術大学院大学、奈良女子大学、奈良県立医科大学、兵庫県立大

学、関西学院大学、滋賀大学、滋賀医科大学、大阪産業局、京都知恵産業創造の森 

全体概要 

２０２１年４月に発足したＫＳＡＣは、京阪神地域を中心としたスタートアップ・エコ

システムの形成から、今後その規模を関西一円へと飛躍的に拡大し、世界有数のエコシ

ステム拠点への成長を展望する。スタートアップ創出プログラムでは４００件以上の申

請案件を確保し、２００件近くの研究開発課題を採択する予定である。プラットフォー

ム内外機関の連携のもと、それらの採択課題に対して全方位的な起業支援を行うことで

持続的にスタートアップを創出していくとともに、国際展開機能の強化により、世界市

場で通用するグローバルスタートアップの輩出を可能とする起業環境を構築していくこ

とで、社会課題の解決に貢献していく。 
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プラットフォーム名 

Ｐｅａｃｅ ＆ Ｓｃｉｅｎｃｅ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｅｃｏｓｙｓｔｅｍ 

（ＰＳＩ）  
主幹機関  

広島大学 

【総括責任者】 

学長 越智 光夫 

【プログラム代表者】 

副学長（産学連携担当） 田原 栄俊 

ＳＵ創出共同機関 

岡山大学、島根大学、愛媛大学、徳島大学、高知大学、香川大学、鳥取大学、広島市立大

学、叡啓大学、県立広島大学、広島修道大学、安田女子大学 

全体概要 

広島大学およびＳＵ創出共同機関により組織するＰＳＩエコシステムは、豊かな自然環

境を抱える中四国地域を中心に、「平和を希求する精神のもと、世界にイノベーションを

生み出す」ことをビジョンとする。さらに１０年後には、「世界中からスタートアップや

支援者が結集し、平和を希求しながら世界にイノベーションを生み出すグローバルエコ

システムの１つとなる」ことを目指す。このビジョンの実現を達成するため、本プログラ

ムの実施を通して、ＧＡＰファンドの構築、支援人材の拡充、起業環境の整備、グローバ

ル拠点の構築などを行う。 
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プラットフォーム名 

Ｐｌａｔｆｏｒｍ ｆｏｒ Ａｌｌ Ｒｅｇｉｏｎｓ ｏｆ Ｋｙｕｓｈｕ ＆ Ｏｋｉｎａ

ｗａ ｆｏｒ Ｓｔａｒｔｕｐ－ｅｃｏｓｙｓｔｅｍ（ＰＡＲＫＳ）  
主幹機関 

九州大学 

【総括責任者】 

総長／学術研究・産学官連携本部 本部長 石橋 達朗 

【プログラム代表者】 

副理事／学術研究・産学官連携本部 本部長補佐・教授 大西 晋嗣 

 

九州工業大学 

【総括責任者】 

学長 三谷 康範 

【プログラム代表者】 

理事・副学長（研究・社会連携担当） 中藤 良久 

ＳＵ創出共同機関 

長崎大学、北九州市立大学、佐賀大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉

球大学、九州産業大学、久留米大学、第一薬科大学、福岡大学、福岡工業大学、山口大学、

立命館アジア太平洋大学、沖縄科学技術大学院大学、株式会社ＦＦＧベンチャービジネ

スパートナーズ 

全体概要 

九州・沖縄圏の１９機関が共同で、大学発スタートアップ・エコシステムとなるＰＡＲＫ

Ｓの構築に取り組んでいる。ＰＡＲＫＳでは顧客志向かつイノベーションを実現可能で、

各大学の強みや地域の特徴を持ったシーズに基づく大学発スタートアップを継続的に創

出可能とするために、２０２９年度末までにＰＡＲＫＳインターユニバーシティを創設

する。あわせて独自の持続可能な起業支援ファンドの整備を目指す。さらに、台湾、シン

ガポールのスタートアップ・エコシステムの協力を得てグローバルに人材・知・資金が循

環するエコシステムの仕組みを形成する。 
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プラットフォーム名 

Ｔｅｃｈ Ｓｔａｒｔｕｐ ＨＯＫＵＲＩＫＵ（ＴｅＳＨ）  
主幹機関  

北陸先端科学技術大学院大学 

【総括責任者】 

学長／未来創造イノベーション推進本部 本部長 寺野 稔 

【プログラム代表者】 

未来創造イノベーション推進本部 特任教授 内田 史彦 

 

金沢大学 

【総括責任者】 

学長 和田 隆志 

【プログラム代表者】 

副学長（産学連携・研究（統括）担当） 松本 邦夫 

ＳＵ創出共同機関 

富山大学、福井大学、富山県立大学、公立小松大学、石川県立大学、福井県立大学、金沢

工業大学、金沢医科大学、北陸大学、福井工業大学、富山高等専門学校、石川工業高等専

門学校、福井工業高等専門学校、株式会社ビジョンインキュベイト 

全体概要 

ＴｅＳＨは、北陸先端科学技術大学院大学と金沢大学を主幹機関とし、北陸３県の１０

大学、３高専を共同機関とする北陸地域の大学・高専発スタートアップ創出プラット

フォームである。事業化推進機関には金沢大学が１００パーセント出資するベンチャー

キャピタルをはじめ、地域ベンチャーキャピタル５社など９機関が参画する。協力機関

には３県の自治体、外郭団体、地銀、経済団体など２９機関が参画し、産学官金連携体制

を構築する。本プラットフォームによって、北陸地域の人材・知・資金が継続的に循環す

るエコシステムを構築し、２０３３年までに大学・高専発スタートアップを累計１００

社とするなど、スタートアップ創出環境を質・量ともに格段に充実させる。 



11 

 

 

 

 

 

 

  

プラットフォーム名 

Ｉｎｌａｎｄ Ｊａｐａｎ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｅｃｏｓｙｓｔｅｍ 

（ＩＪＩＥ）  
主幹機関  

信州大学 

【総括責任者】 

理事（研究、産学官・社会連携担当）、副学長 向 智里 

【プログラム代表者】 

学術研究・産学官連携推進機構・新価値創成本部長 松山 紀里子 

ＳＵ創出共同機関 

山梨大学、宇都宮大学、群馬大学、埼玉大学、自治医科大学、株式会社信州ＴＬＯ 

全体概要 

ＩＪＩＥは、甲信・北関東の地方大学の特色ある研究成果・技術シーズに基づく起業を地

方自治体、地方銀行等との連携により推進し、地方型スタートアップ・エコシステムを実

現するプラットフォームである。地方大学と地域のステークホルダーの連携による課題

解決力と地域貢献の実績を軸に、ベンチャーキャピタルや先進地域との連携を通じて、

社会を変える地方発のスタートアップを創出する。ＩＪＩＥの取組みを通して、地域に

独自のイノベーションエコシステムを構築することにより、スタートアップと地域産業

との融合・連携により新たな付加価値と雇用を創出し、本地域の活性化と経済成長に貢

献する。 
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大学発新産業創出基金事業 

スタートアップ・エコシステム共創プログラム 概要 
 

１．大学発新産業創出基金事業の趣旨 

大学発新産業創出基金事業は、スタートアップ育成５か年計画（令和４年１１月政府

発表）などを踏まえ、日本における大学等発スタートアップ創出力の強化に向けて、研

究開発成果の事業化や海外での事業展開の可能性検証を視野に入れた研究開発を推進す

るとともに、地域の中核となる大学等を中心とした産学官共創による大学等発スタート

アップ創出支援などの実施を可能とする環境の形成を推進します。  
 

２．「スタートアップ・エコシステム共創プログラム」について 

（１） 概要 

「スタートアップ・エコシステム共創プログラム」では、大学等発スタートアップの

創出にポテンシャルのあるシーズを全国から引き出し、国際市場への展開を含め、大学

等発スタートアップの創出に向けた取り組みについて質・量共に充実させ、大学等発ス

タートアップの継続的な創出を支える、人材・知・資金が循環するエコシステムの形成

を目指します。なお、公募対象は大学等の研究機関を中心としたプラットフォーム（※）

であり、研究者個人を対象としません。 

【拠点都市プラットフォーム共創支援】 

「研究成果展開事業 大学発新産業創出プログラム（ＳＴＡＲＴ） スタートアップ・

エコシステム形成支援」を実施しているプラットフォームを対象。 

【地域プラットフォーム共創支援】 

「ＳＴＡＲＴ スタートアップ・エコシステム形成支援」での支援を受けていない地

域の大学等を主幹機関としたプラットフォームを対象。 
 

（※）プラットフォーム：主幹機関（大学等）を中心に複数機関で構成される本プロ

グラムの推進共同体。 
 

（２） 支援期間 

支援開始日から令和９年度末まで 

ただし、個別の研究開発課題の新規採択は令和９年度までとし、個別の研究開発課

題およびそれに付随する活動は、採択年度を含めて最長３ヵ年度程度可能（最長令

和１１年度末まで） 
 

以上 

参考 


